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１～４ 略 

 

５ 市街化区域農地 

（１）～（３）略 

（４）造成費相当額 

基本価額から控除する単位地積当たり造成費相当額は、次表に定める額

とする。 

ただし、市街化区域農地の基本価額から造成費相当額を控除した額が基

本価額に 0.5 を乗じて得た額未満となる場合は、造成費相当額は基本価額

に 0.5を乗じて得た額とする。 

盛土の高さ 造成費相当額 

３０cm 以下 ６，７００円 

９０cm 以下 １１，６００円 

１５０cm 以下 １６，６００円 

２１０cm 以下 ２３，５００円 

２７０cm 以下 ３０，３００円 

２７０cm 超 ３２，９００円 

なお、「造成費相当額」については、市街化区域農地の地盤の硬軟、造成

の難易等を考慮し、20パーセント以内で増額又は減額することができる。 

また、道路面より高い位置にある市街化区域農地については、高さに関 

わらず、前記の表の「盛土の高さ 30cm以下」の造成費相当額を控除する。 

 

６～10 略 

 

１～４ 略 

 

５ 市街化区域農地 

（１）～（３）略 

（４）造成費相当額 

基本価額から控除する単位地積当たり造成費相当額は、次表に定める額

とする。 

ただし、市街化区域農地の基本価額から造成費相当額を控除した額が基

本価額に 0.5 を乗じて得た額未満となる場合は、造成費相当額は基本価額

に 0.5を乗じて得た額とする。 

盛土の高さ 造成費相当額 

３０cm 以下 ６，１００円 

９０cm 以下 １０，６００円 

１５０cm 以下 １５，３００円 

２１０cm 以下 ２１，５００円 

２７０cm 以下 ２７，８００円 

２７０cm 超 ３０，２００円 

なお、「造成費相当額」については、市街化区域農地の地盤の硬軟、造成

の難易等を考慮し、20パーセント以内で増額又は減額することができる。 

また、道路面より高い位置にある市街化区域農地については、高さに関 

わらず、前記の表の「盛土の高さ 30cm以下」の造成費相当額を控除する。 

 

６～10 略 
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11 経 過 措 置 

（１）略 

（２）令和６年度の宅地の評価においては、令和５年１月１日から令和５年７

月１日までの間に標準宅地等の価額が下落したと認める場合には、前記２

(1)から(8)まで及び前記 11(1)によって求めた評価額に次に掲げる方法

により修正を加える。 

なお、市街化区域農地その他の宅地の価額を評価の基礎として価額を求

めることとされている土地の評価についても、令和５年１月１日から令和

５年７月１日までの間に前記２(1)から(8)及び前記 11(1)によって求めた

当該土地とその状況が類似する宅地の価額が下落したと認める場合にお

いて当該宅地の価額を次に掲げる方法により修正したときは、当該修正し

た価額を基礎として求める。 

ア 略 

イ 宅地の価額については、国土利用計画法施行令（昭和 49年政令第 387

号）による都道府県地価調査及び不動産鑑定士による鑑定評価等を活用

し、令和５年１月１日から令和５年７月１日までの下落状況を把握す

る。 

ウ 略 

 

別表以下 略 

11 経 過 措 置 

（１）略 

（２）令和３年度の宅地の評価においては、令和２年１月１日から令和２年７

月１日までの間に標準宅地等の価額が下落したと認める場合には、前記２

(1)から(8)まで及び前記 11(1)によって求めた評価額に次に掲げる方法

により修正を加える。 

なお、市街化区域農地その他の宅地の価額を評価の基礎として価額を求

めることとされている土地の評価についても、令和２年１月１日から令和

２年７月１日までの間に前記２(1)から(8)及び前記 11(1)によって求めた

当該土地とその状況が類似する宅地の価額が下落したと認める場合にお

いて当該宅地の価額を次に掲げる方法により修正したときは、当該修正し

た価額を基礎として求める。 

ア 略 

イ 宅地の価額については、国土利用計画法施行令（昭和 49年政令第 387

号）による都道府県地価調査及び不動産鑑定士による鑑定評価等を活用

し、令和２年１月１日から令和２年７月１日までの下落状況を把握す

る。 

ウ 略 

 

別表以下 略 

 


